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最大の東アフリカ難民

　第７回アフリカ開発会議
（TICAD７）が８月、横浜で開
催された。会議ではどうしたらア
フリカは発展するかが議論された
が、現実には避けて通れない悲し
い現実がアフリカにはある。それ
は際限なく続く難民の波だ。この
波は今、津波となって多くの悲劇
を生んでいる。アフリカ難民の規
模は、世界の難民の30％以上を
占めている。国連難民高等弁務官
事務所（UNHCR）によると、
2019年のサハラ以南の難民の規
模は2,421万3,204人。中近東の
1,678万3,819人よりも多く、世
界最大となっている。
　地域別に見ると、無法地帯とな
っているソマリアや紛争が続き暴
動も多発しているスーダンなどを
抱えた東アフリカが、1,240万
8,485人で最も多い。続いて中部
アフリカが76万6,805人、西部ア
フリカが359万887人、南部アフ
リカが52万702人である。ちなみ
に北部アフリカは85万1,417人に

とどまっている。
　世界全体で見ると、紛争や迫害
によって故郷を追われた人々の規
模は7,080万人に達する。UNHCR
によると、この状態は20年前に
比べて倍増しており、タイやトル
コの人口規模に匹敵すると言う。
　さて、問題は、破壊的な規模に
達した難民の流入先である。チャ
ドやエチオピアは多くの難民を受
け入れているが、欧州をユートピ
アのように思っているアフリカ青
年たちは、悲劇を繰り返しながら
もリビアやモロッコを経由して地
中海を渡っている。最近はスマー
トフォンなどの普及で、アフリカ
のどんな田舎でも豊かで平和な欧
州の情景を知ることができる。
　2015年に100万人超の難民が
流入するという異常事態に悩まさ
れた欧州にとって、難民流入は頭
痛の種である。受け入れに前向き
なドイツも最近では市民の反発を
受け始め、少しずつ消極的になり
始めている。労働者の補充という
ニーズも減少し、欧州の伝統社会
を根底から壊しかねないという反

発を市民から受け始めているよう
だ。彼らの不満には、市民の受け
られる本来の社会保障まで難民に
くわれてしまうのではないかとい
う不安も加わっているようだ。
　しかし、欧州はアフリカに対し、
15～16世紀からの植民地支配と
いう歴史的な負荷を背負っている。
このため、欧州連合（EU）は欧
州全体の問題としてアフリカの難
民問題に対処すべく、2018年、
アフリカにおける若者の雇用創出
を産み出す計画に総額45億6,700
万ユーロ（約580億円）の支援策
を打ち出した。

ヨーロッパの植民地化

　いずれにしろ、欧州（主にポル
トガル、スペイン、英国、フラン
ス、オランダ、ドイツ、イタリア
など）とアフリカとの関係は、因
縁深い歴史を有している。フラン
スのカーン大学名誉教授である
ギ・リシャール監修の『移民の一
万年史』（新評論、2002年）に
よると、双方の関係は15世紀初
めに欧州人が海の攻略に乗り出し

た頃から始まっている。ポルトガ
ルの船乗りたちは1482年にコン
ゴ川にたどり着き、1487年、喜
望峰からインド洋への海路を発見
する。その間の1484年、ポルト
ガル人は中央アフリカのコンゴ王
と接触している。さらに17世紀
には、大西洋に面したアンゴラと
インド洋に面したモザンビークが、
アフリカで最初に欧州の植民地と
なった。
　ところが15世紀末になると、
欧州の関心はアフリカから新大陸
（南北両アメリカ大陸）へ向けら
れ、アフリカからの悲劇的な奴隷
貿易が始まる。その数は900万人
から2,000万人という恐るべき数
字があげられている。アフリカ人
の奴隷売買はアフリカ大陸の発展
に急ブレーキをかけるものであっ
たと言う。奴隷商人たちが略奪し
ながら沿岸からアフリカ奥地に入
り込むにつれて、アフリカの活力
は奪われていった。
　19世紀前半には、アフリカは
英国から始まった産業革命を支え
る色々な産業原材料の生産基地に
なっていく。本格的な植民地経営
へ踏み出したのだ。そして、欧州
からの移住も始まった。ただ南ア
フリカでは、17世紀という早い
時代からすでに欧州からの移住は
始まっていた。
　17世紀半ばには、オランダ人
とドイツ人の600人がケープタウ
ン地方に定住する。そのうち人種
隔離政策（アパルトヘイト）が生
まれる。これがアフリカ人の白人
支配への戦いを開始するシンボル
になったと思われる。

難しい民族の統合
と国造り

　さて、アフリカと
欧州との関係で「支
配」という意味で決
定的な歴史的出来事
が起きた。それは、
1885年のベルリン会
議であった。欧州植
民地列強はアフリカ
を自分たちの領土の
ように分割統治する
ことを決めた。これ
によりアフリカの民
族が分断されること
になった。
　1998年４月に当時
国連事務総長を務め
ていたコフィー・アナン氏が提出
した「国連事務総長報告：アフリ
カにおける紛争の諸原因と永続的
平和および持続的発展の推進」で
は、「植民地列強はアフリカを領
土的単位に分割した。この分割で
国家建設と国民形成を同時に行う
ことを強いられた。それが、また
政治的、経済的権力の強力な中央
集権化に拍車をかけた」と述べて
いる。そして、「競合する異質の
コミュニティー民族の間から真正
の国家的アイデンティティーを鍛
造する課題も残された」とし、大
きな課題として「競合する諸コミ
ュニティー（各民族）は、自らの
安全、おそらく自らの生き残りそ
のものさえも、国家権力の掌握を
通じてしか確保できないと考える
ようになったかもしれない。その
ような場合、紛争は不可避とな

る」と将来を危惧している。
　しかし、一般の多くのアフリカ
人は“国境意識”をそれほど強く
持っているわけではない。先祖伝
来の大地を自由に移動しながら、
生存適地を求めているように見え
る。欧州への難関は地中海である
が、彼らにとって海のリスクも地
上のリスクも同じで、時にモロッ
コ、アルジェリアの悪徳業者にだ
まされようとも“エルドラド（黄
金郷）”を夢見て欧州へ移動しよ
うとする。彼らには、近代国家の
規範など通用しない。
　ある識者は、アフリカへの欧州
の罪は、欧州の“文明への貢献”
という意味で相殺できるのではな
いかと言う。しかし、欧州文明そ
のものがアフリカの犠牲の上に成
り立っていると言われると、どう
反論するだろうか。
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世界最悪のアフリカ難民
問われる欧州の歴史的責任

５月25～26日に横浜市で開かれた駐日アフリカ外交団企画のイベント、「今の
Africa」。文化、音楽、ダンス、食を通してアフリカの魅力を伝えた
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新政策をどう見るか

　これまで人口減少は「日本の国
難」といえる状況にありながら、
外国人の受け入れについては「移
民＝犯罪者予備軍」のようなイメ
ージで扱われ、国も、メディアも
本格的に取り上げてこなかった。
その中で、人口減少はさらに加速
しているのが現実だ。日本国際交
流センターは2018年、國松孝次
元警察庁長官を共同座長に「外国
人材の受入れに関する円卓会議」
を設置し、中長期の視点から議論
し、3月には法務大臣に政策提言
を行った。
　2019年４月に施行された新し
い入管法では、人手不足に対応し、
ブルーカラーの分野で就労を目的
とする特定技能という新しい在留
資格を作り受け入れることになっ
た。さらに、試験によって優秀な
人には家族帯同で定住を認める特
定技能２号も設けられた。これら
は定住の道をひらく正しい方向だ。
　政府は2018年末、「外国人材
の受け入れ・共生のための総合的
対応策」も発表した。これは在留
外国人を生活者として位置付け、
従来、自治体やNPOなどに施策
を依存してきた政府も本格的に関
与する姿勢を示したものだ。人口

減少が続く以上、一時的なもので
なく、半永久に続くものとなるだ
ろう。
　しかし、優秀な外国人が定着し、
活躍するために一歩先を考えるべ
きだ。私たちは「在留外国人基本
法」の制定を提案している。この
法案では在留外国人を社会の一員
として位置付け、彼らに対する国
や自治体の責務を明確化すること
を求めている。
　
30年で３倍増の外国人在住者

　新たな政府の方針を機に、改め
て現実を直視し、理解する必要が
ある。まず、平成の30年間に何
が起きたか考えてみたい。在留外
国人は1989年（平成元年）には
98万人で、その７割弱は在日コ
リアンだった。現在は約270万人
に増加し、国籍も在留資格も多様
化した。全人口の約２％にあたり、
広島県の人口に匹敵する。ところ
が、この間、政府は外国人を一時
的な滞在者とみなし、「政策空
白」とも言える状況で、彼らへの
対応は自治体や市民に丸投げされ
てきた。
　日本に10年間も住みながら、
日本語が話せない人が当たり前に
いる。30年の政策不在の間に、
日系ブラジル人を例に言うと、

「ダブルリミティッド」といわれ
る日本語、ポルトガル語のどちら
の言語も不十分なままで大人にな
った世代がいる＝24ページ参照。

結果が出ない地方創生

　一方、日本の人口は、2010年
代には約230万人減り、2020年
代には四国の人口をはるかに超え
る550万人の減少が予測されてい
る。高齢化が継続する中での人口
激減は社会自体の持続性にかかわ
る。その中で2017年を見ると、
日本人の人口は約40万人減った
一方、外国人は約18万人増加し
ている。
　最近、山形県のある市長が訪ね
てきた。地方の振興策を何十年も
続けたが、地方の人口減少は悪化
する一方だという。地方創生には
全国で年１兆円も注がれているが、
出生率も上がらず、結果が出ない。
外国人住民を増やしたいが、どう
したら増えるかという相談だった。
　かつては外国人が増えれば、治
安が悪化すると心配されたが、そ
んな見方は180度変わりつつある。
外国人の犯罪は2005年がピーク
で現在は三分の一程度にまで減っ
ている。これまでの政府の政策の
不在を補ってきたのは、地域によ
る多文化共生の事業だ。外国人を

住民として受け入れる一定の基盤
はできている。多くの自治体には
20年以上の経験がある。
　
日本語教育の課題

　一方、韓国やドイツでは、その
国の言語教育は政府が実施してい
る。日本では文化庁が外国人への
日本語教育を担当しているが、予
算規模は年２億円程度で微々たる
ものに過ぎない。
　また、各地で外国人に対して
「やさしい日本語」が広がってい
る。東日本大震災では外国人も亡
くなった。「高台に避難してくだ
さい」という日本語は理解しにく
いが、「たかいところににげてく
ださい」だったら理解でき、避難
できただろうと言われている。横
浜市などの自治体では、外国人対
応をする職員向けに、やさしい日
本語を教える研修を進めている。
　企業もやさしい日本語の導入を
検討すべきだろう。これまで技能
実習制度では、外国人は一時的な
労働力として考えられたが、日本
企業も外国人が社会に貢献する大
事な人材なのだと見方を変える必
要がある。外国人の受け入れのた
めに日本企業が柔軟に対応すれば
優秀な人材が集まるだろう。
　東南アジア諸国連合（ASEAN）
の国々も経済は発展し、いずれ経
済規模は日本を上回るが、同時に
高齢化も進展している。このため、
アジアで人材獲得競争が激化する
可能性も高い。多様な能力をもつ
人材を得るためにも、日本は国際
的に競争力のある受け入れ制度を

築く必要がある。
　当面は東南アジアか
らの働き手の流入が続
くが、2030年代には南
アジア、アフリカ出身
者が増えてくるだろう。
日本社会にとって東南
アジアの人々は親和性
が高いが、その先が正
念場になる。この間に
日本社会の意識改革と
受け入れ基盤を作って
おくことが大事だ。

国際社会にメッセージ発信を

　アジアとの関係では、もう少し
積極的な形でモデルができないだ
ろうか。私は国家戦略特区の構想
の中で、北海道滝川市とフィリピ
ンの協力を進め、フィリピンの人
材を育成し、地元に定着させるこ
とを提案したことがある。
　従来の国際協力とは違い、日本
と開発途上国の両方に持続可能な
社会を実現するため、人の移動を
相互的に捉え、その人材と送り出
し国、さらに日本との三者が
「WIN-WIN-WIN」の関係を
築くモデルができないか。
　特に日本の農業者は現在、平均
67歳と高齢化しており、農村の
持続性が危ぶまれる。日本の農村
と開発途上国の特定の農村が継続
的に連携し、地域間の国際協力と
国際交流とが一体となったモデル
を作りたい。外国人材を地域ぐる
みで育て、途上国への技術移転を
行いながら、日本の地域を担う存
在としても受け入れることが望ま

しい。こうした“トリプルウィ
ン”の協力モデルを国際協力機構
（JICA）が描き、提案していく
とよい。日本独自の双方向性の国
際協力モデルを提示したい。
　日本政府の外国人受け入れの方
針転換で、外国メディアの取材を
受ける機会が格段に増えた。世界
が「反移民」の傾向を強める中、
移民受け入れに消極的だった日本
の変化が世界に希望をもたらす明
るいニュースと受け止められてい
る。日本として新しいビジョンの
もとでの外国人受け入れ政策のメ
ッセージを国際社会に発していく
べきだ。
　日本は必ずしも歴史的に国を閉
ざして外国の異文化を拒絶してき
たわけでない。島国の日本は異文
化や渡来人を受け入れることで、
彼らのもたらした知恵をもとに、
社会や文化、技術のイノベーショ
ンを起こして発展してきた。それ
が日本のDNAである。異文化や
外国人の受け入れは日本本来のあ
るべき姿だと思う。

（公財）日本国際交流センター執行理事　　毛受 敏浩氏
慶應大学法学部卒。米エバーグリーン州立大学公共政策大学院で修士号取得。
兵庫県庁で10年間の勤務後、1988年より日本国際交流センター勤務。国際協
力、移民政策などの多様な事業に携わる。著書に『限界国家 人口減少で日本が迫
られる最終選択』
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日本政府は出入国管理法を改正し、2019年４月から新たな在留資格「特定技能」による外国人の受け入
れを始めた。従来、技能実習生や留学生に依存していたブルーカラーの分野で、就労目的の外国人受け
入れは初めてだ。（公財）日本国際交流センター執行理事の毛受敏浩氏に今後の展望と課題を聞いた。

トリプルウィンの受け入れ拡大を
「在留外国人基本法」制定と基盤整備が必要


